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　投稿

都道府県別合計特殊出生率，ボランティア活動行動者率，
各種ファシリティの関連

―少子化対策に配慮したまちづくりのあり方に関する　考察―
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＊ １国立がんセンターがん対策情報センターリサーチ・レジデント　＊ ２順天堂大学医学部衛生学協力研究員

＊ ３実践女子大学生活科学部教授

目的　都道府県別合計特殊出生率，ボランティア活動行動者率，各種ファシリティ数の関連性を検
討し，少子化対策に配慮したまちづくりのあり方を検討した。

方法　政府統計資料の中から，合計特殊出生率（2006年），ボランティア活動行動者率（2006年），
各種ファシリティ（1999～2001年）の計28指標を収集した。ファシリティ指標はすべて都道府
県別15～49歳女性人口（2000年） １人当たり数に換算した値を使用した。ファシリティ指標を
順位データに変換し，クラスター分析（Ward法）を行い共分散構造分析に用いる潜在変数を
検討した。その後，相関分析，共分散構造分析により探索的にモデル化を行った。地域特性の
違いの程度を確認するためにそれぞれのファシリティ指標のジニ係数を求めた。

結果　クラスター分析により，ファシリティを「公園」「商業」「医療」「生活」「衛生」「教養娯
楽」の ６種に分類した。共分散構造分析により，合計特殊出生率にはボランティア活動行動者
率，「衛生」「生活」の ３ 変数が正の影響を及ぼし，「教養娯楽」はボランティア活動行動者率
を介し，「医療」は「衛生」を介し間接的に合計特殊出生率に影響を及ぼすという因果構造モ
デルが得られた。

結論　いくつかのファシリティが合計特殊出生率とボランティア活動行動者率に影響を与えている
可能性が示された。本研究では，合計特殊出生率を高めるための都市計画や都市開発を視野に
入れた健康なまちづくりを意識し，その一助となり得るモデルが得られたと考えている。衛生
従事者の活動を通じて，「教養娯楽」「衛生」「生活」「医療」の各種ファシリティ関係者や都市
計画関係者との連携を想定した少子化対策が行われることに今後期待したい。

キーワード　都道府県別，合計特殊出生率，ボランティア活動行動者率，ファシリティ，地域格差，
まちづくり

Ⅰ　緒　　　言

　わが国の出生率は，第 ２次ベビーブーム期の
1973年をピークに下がりはじめ，1989年に合計
特殊出生率が1.57まで落ち込むと，政財界を中
心とする1.57ショックが起こった。その後も減
少傾向は続き，2006年に一時的に合計特殊出生
率の回復傾向が認められるものの，依然として

少子化対策は懸念されており，将来的にも減少
傾向が推計されている1）2）。出生率低下の原因
には，家族構造の変化，自然・地理・社会環境，
人口構成の変化や都市化の影響，教育や住宅事
情，出産・育児と仕事の両立の困難さなどを含
む経済的・精神的負担があげられ3）-9），結果的
に女性の晩婚化，シングル志向といったライフ
スタイルの変化をもたらしている。
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　人々のライフスタイルが尊重されたり，提案
されたり，提供される場のひとつにファシリ
ティという概念がある。ファシリティは，従来，
容易なこと，便宜・便益といった意味があるが，
それに加えて近年では設備・施設といった意味
でも用いられている。現代社会における国民ひ
とりひとりのファシリティへのアクセスは日常

化していると言える。一方，変化するライフス
タイルとは異なり，昔から変わらない人々の協
調行動，すなわちソーシャルキャピタルが各種
保健施策を支えてきた現実も指摘されるように
なり10），わが国では出生率とボランティア活動
行動者率注）には正の相関があることも報告され
ている11）。ライフスタイル提供源であるファシ

表 2　各指標の都道府県

合計特殊
出生率

ボランテ
ィア活動
行動者率

15～49歳
女性人口

公民
館数

図書
館数

博物
館数

青少年
教育
施設数

女性
教育
施設数

常設
映画
館数

小売店
数（飲
食店除
く）

織物衣服
身の回り
品小売店

数

飲食料品
小売店数 飲食店数 大型小

売店数
百貨
店数

北海道 46 43 7 35 22 22 1 1 17 38 43 42 13 2 7
青森 35 43 27 22 38 41 27 6 7 32 30 14 6 32 3
岩手 19 8 32 13 11 7 21 28 4 23 25 12 30 40 2
宮城 39 18 14 19 45 36 47 40 45 28 39 31 40 6 35
秋田 30 29 37 5 10 28 8 11 24 11 7 3 20 10 14
山形 11 13 36 3 13 13 5 23 2 30 10 7 22 20 18
福島 9 18 18 24 17 26 4 22 27 10 31 22 35 16 5
茨城 27 27 11 29 41 37 42 35 15 40 44 36 39 12 40
栃木 16 34 19 34 24 21 26 21 37 26 37 28 29 37 6
群馬 24 17 20 33 34 30 15 16 11 31 38 30 25 22 43
埼玉 40 39 4 39 37 47 46 44 38 47 47 47 45 28 30
千葉 41 39 6 44 29 35 29 43 23 43 46 45 44 26 34
東京 47 45 1 47 14 33 45 39 14 45 22 39 3 5 16
神奈川 41 35 3 46 47 42 35 34 43 46 45 46 42 35 33
新潟 21 35 15 14 20 10 19 4 31 29 11 17 28 34 37
富山 30 12 38 9 1 2 17 10 22 27 1 15 32 14 23
石川 24 6 34 15 7 5 6 15 44 33 8 23 15 38 31
福井 6 4 44 16 2 12 9 45 6 18 2 16 16 36 44
山梨 30 18 42 2 5 3 10 45 16 24 17 21 5 13 36
長野 13 9 17 1 4 1 13 9 13 12 21 34 10 1 21
岐阜 27 9 16 27 18 38 12 29 33 16 13 37 11 33 13
静岡 19 15 10 41 26 18 34 27 30 35 20 25 12 11 41
愛知 24 41 5 42 46 40 41 33 32 41 29 44 8 19 26
三重 27 37 22 18 32 27 37 45 3 21 19 33 33 27 9
滋賀 15 2 31 31 15 14 39 19 29 9 41 41 46 21 22
京都 45 42 13 37 31 16 44 37 47 44 12 26 9 15 32
大阪 43 46 2 45 43 46 22 42 46 42 18 38 4 9 27
兵庫 38 29 8 40 44 39 24 32 41 39 26 40 23 29 39
奈良 43 25 25 11 36 17 38 14 26 36 40 43 47 23 29
和歌山 30 33 39 17 23 15 40 38 35 13 9 8 14 7 47
鳥取 4 1 47 7 12 19 3 5 1 17 16 29 18 17 4
島根 3 2 46 4 3 4 7 8 18 1 6 2 36 47 20
岡山 16 16 21 20 21 6 33 20 36 14 32 27 41 8 15
広島 21 27 12 28 35 23 25 25 42 8 24 35 26 3 12
山口 16 22 30 26 9 8 2 3 8 3 15 9 27 41 38
徳島 35 26 43 6 8 25 20 2 12 15 5 5 24 45 45
香川 14 32 40 21 19 34 23 7 40 2 4 24 17 24 10
愛媛 21 23 28 10 30 24 16 31 9 7 14 11 19 18 25
高知 34 38 45 12 6 9 14 13 28 4 3 1 1 4 28
福岡 37 31 9 38 42 44 30 41 20 34 33 32 31 39 17
佐賀 6 6 41 30 28 11 11 17 21 5 28 20 38 46 19
長崎 9 24 26 32 33 29 18 12 5 6 27 4 34 42 11
熊本 6 11 23 8 27 31 36 18 19 22 36 19 43 31 42
大分 11 18 33 23 25 20 28 26 25 25 34 10 21 30 1
宮崎 2 14 35 36 40 43 32 24 39 20 35 18 7 44 8
鹿児島 4 5 24 25 16 32 31 36 34 19 42 6 37 25 46
沖縄 1 47 29 43 39 45 43 30 10 37 23 13 2 43 24

最大値 1.7 34.5 2 954＊ 424.6 25.2 15.2 12.3 2.3 10.8 52.2 1 076.2 2 853.5 3 751.8 79.5 3.4 
最小値 1.0 19.7 129＊ 3.1 3.8 1.2 1.8 0.0 0.8 14.7 414.1 1 188.6 1 540.5 43.5 0.4 
範囲 0.7 14.8 2 824＊ 421.4 21.4 14.0 10.5 2.3 10.0 37.5 662.1 1 665.0 2 211.4 36.0 3.0 
平均 1.4 28.2 623＊ 103.2 10.7 4.7 5.0 0.9 5.1 29.1 752.4 1947.0 2 688.2 58.4 1.4 
標準偏差 0.1 3.9 608＊ 81.7 4.6 2.9 2.4 0.5 2.8 8.7 147.3 421.6 443.5 7.3 0.6 

注　1）　各ファシリティ指標は15～49歳女性人口 １人当たり数の順位
　　2）　＊単位：千人
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表１　分析に使用した指標
指　標 資料出典（出典年） 指　標 資料出典（出典年）

　合計特殊出生率 厚生労働省（2006） 　百貨店数，コンビニエンスストア数 経済産業省（1999）
　ボランティア活動行動者率 総務省（2006） 　ガソリンスタンド数 経済産業省（2000）
　15～49歳女性人口 総務省（2000） 衛生系
社会教育系 　理容所数，美容所数， 厚生労働省（1999年度）
　公民館数，図書館数，博物館数 文部科学省（1999） 　クリーニング所数，公衆浴場数 　　〃　　　　 〃
　青少年教育施設数，女性教育施設数 　　〃　　　 〃 保健医療系
商業系 　一般病院数，一般診療所数，歯科診療所数 厚生労働省（1999）
　常設映画館数 厚生労働省（1999年度） 　薬局数 厚生労働省（1999年度）
　小売店数（飲食店を除く），織物・

衣服・身の回り品小売店数
総務省（1999）
　〃　　　〃

公園系
　都市公園数，街区公園数， 環境省（2000）

　飲食料品小売店数 　〃　　　〃 　近隣公園数，運動公園数 　〃　　　〃
　飲食店数，大型小売店数 経済産業省（2001）

順位と統計
コンビニ
エンスス
トア数

ガソリ
ンスタ
ンド数

理容
所数

美容
所数

クリー
ニング
所数

公衆
浴場数

一般
病院数

一般
診療所数

歯科
診療所数 薬局数 都市

公園数
街区
公園数

近隣
公園数

運動
公園数

3 34 24 36 43 13 12 43 7 37 2 2 1 6
2 24 4 5 36 5 23 32 44 28 33 36 27 12
1 6 3 7 9 26 21 35 35 30 14 11 19 18

14 33 20 35 35 42 36 42 41 17 7 8 16 39
5 10 1 1 29 17 28 27 27 15 32 34 39 29

17 8 2 4 8 23 38 19 40 33 24 26 8 15
7 15 10 22 26 28 25 36 37 29 36 37 30 36
8 23 23 34 37 34 27 45 32 36 29 30 15 9
9 19 26 28 38 18 40 38 19 39 13 15 4 2

19 20 35 19 20 20 24 26 31 38 22 23 3 14
32 44 45 44 24 41 43 46 42 46 35 32 37 43
28 38 41 45 47 40 44 44 24 40 12 12 22 42
6 47 44 42 45 19 39 8 1 12 31 31 47 41

20 46 47 47 46 47 47 39 14 34 17 14 28 44
29 17 8 23 23 25 35 24 10 32 19 20 26 21
15 16 22 24 1 12 14 25 38 45 1 1 10 3
12 28 29 27 6 21 15 30 45 47 11 13 17 4
24 25 18 18 7 22 9 29 47 41 10 9 2 7
4 4 27 15 27 4 30 28 15 19 47 47 34 32

16 7 36 25 41 1 29 31 16 20 40 40 14 37
21 27 31 26 3 33 37 33 36 13 28 28 32 13
25 32 32 29 12 16 45 34 26 16 37 35 40 27
18 37 38 40 18 46 41 41 18 23 30 29 21 24
40 22 25 31 14 11 31 23 23 27 6 6 12 26
34 36 42 43 44 32 46 40 46 44 43 43 11 23
23 42 39 37 40 45 26 7 17 42 21 17 42 19
30 45 40 39 39 43 32 12 3 35 27 24 33 47
44 41 43 41 42 38 34 20 13 24 9 10 6 46
47 40 46 46 31 30 42 37 34 43 3 3 13 35
46 21 11 10 32 37 18 2 2 11 45 45 41 16
38 13 16 11 10 8 22 6 21 10 34 33 36 20
43 2 5 8 30 15 20 1 28 25 39 39 43 5
39 29 30 30 17 35 13 10 6 22 23 22 44 10
37 35 34 32 16 39 17 9 8 3 8 7 29 22
35 30 19 21 5 10 16 4 11 2 18 18 24 11
45 1 6 3 21 14 2 3 5 4 42 41 45 38
33 26 17 14 2 29 7 18 30 8 44 44 46 34
42 14 9 9 11 6 11 11 20 31 41 42 35 25
41 3 7 2 34 27 1 17 12 5 5 5 23 30
13 39 37 38 15 44 19 15 4 6 4 4 7 40
10 18 33 33 33 7 5 22 29 1 46 46 38 28
26 31 21 20 25 31 10 5 9 7 20 19 20 45
11 9 13 17 19 9 8 13 39 26 16 16 25 33
36 11 12 12 13 3 6 14 22 9 15 21 31 31
27 12 15 6 28 24 4 21 33 21 25 27 9 1
31 5 14 13 22 2 3 16 25 18 26 25 5 8
22 43 28 16 4 36 33 47 43 14 38 38 18 17

187.1 333.9 1 193.5 1 231.9 1 093.4 213.3 80.5 492.2 332.4 242.4 562.3 469.3 34.5 8.1 
76.0 71.8 286.5 455.9 424.3 21.4 15.8 201.0 154.3 101.3 69.3 35.9 8.4 0.1 

111.1 262.1 906.9 776.0 669.1 192.0 64.7 291.2 178.1 141.1 493.0 433.4 26.2 8.0 
130.4 227.6 584.1 812.7 606.9 88.6 33.8 325.2 198.2 158.9 265.5 209.1 16.1 3.1 
27.6 71.1 182.4 184.3 123.5 38.9 14.2 62.2 27.7 30.7 107.3 95.9 4.9 1.7 
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療所数，薬局数），公園系（都市公園数，街区
公園数，近隣公園数，運動公園数）の計26指標
を収集し，これらのファシリティに対する出産
可能年齢女性のアクセス状況を考慮するために，
すべて都道府県別15～49歳女性人口（2000年）
１人当たり数に換算した値を使用した。

（ ２）　分析方法
　すべての指標は順位データに変換した（表
２）。共分散構造分析の潜在変数を得るため，
クラスター分析（Ward法）によりファシリ
ティを分類した。そこでグルーピングされた
ファシリティごとに平均順位を求めそれにより
得られた新たなファシリティ指標と合計特殊出
生率およびボランティア活動行動者率の相関分
析を行った。クラスター分析と相関分析の結果
をもとに共分散構造分析によりモデル化を試み
た。モデル化には，パスの方向，標準化推定値，
RMR（Root Mean square Residual），GFI
（Goodness of Fit Index）を確認しながら最適
なモデルを検討した。同時に，ファシリティの
集積性に地域差があるかを確かめる作業として，
格差係数であるジニ係数（総当たりペアの差の
絶対値の合計／（ｎ２ －ｎ）× ２ ×平均値）を
ファシリティ数指標（順位データではなく15～
49歳女性人口 １人当たり数）ごとに求めた。統
計ソフトはSPSS13.0，Amos4.0を用いた。

リティの集積性が異なれば，人々の行動－とり
わけボランティア活動－にも地域特性が生じ，
合計特殊出生率にも影響を及ぼすだろうか。
　そこで本研究では，都道府県別合計特殊出生
率，ボランティア活動行動者率，各種ファシリ
ティ数の関連性を検討し，少子化対策に配慮し
たまちづくりのあり方について考察することを
目的とした。

Ⅱ　方　　　法

（ １）　分析に使用した指標
　分析に使用した指標を表 １に示す。合計特殊
出生率は厚生労働省人口動態調査の都道府県別
公表データ（2006年），ボランティア活動行動
者率は総務省社会生活基本調査の都道府県別公
表データ（2006年）を使用した。各種ファシリ
ティ数はこの ２指標の環境要因であることを意
識し，2006年より ５～ ７年遡るデータを使用し
た。具体的には，1999～2001年に各省庁が都道
府県別に公表している政府統計の中から，社会
教育系（公民館数，図書館数，博物館数，青少
年教育施設数，女性教育施設数），商業系（常
設映画館数，小売店数，織物衣服身の回り品小
売店数，飲食料品小売店数，飲食店数，大型小
売店数，百貨店数，コンビニエンスストア数，
ガソリンスタンド数），衛生系（理容所数，美
容所数，クリーニング所数，公衆浴場数），保
健医療系（一般病院数，一般診療所数，歯科診

図 １　ファシリティのクラスター分析結果
0 5 10 15 20 25
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指標

Ⅲ　結　　　果

（ １）　15～49歳女性がアクセスできるファシ
リティの集積性

　クラスター分析（Ward法）の結果を図 １
に示す。ファシリティは都市公園，街区公園，
近隣公園からなる「公園」，百貨店，コンビ
ニエンスストア，大型小売店からなる「商
業」，一般診療所，歯科診療所，薬局からな
る「医療」，織物・衣服・身の回り品小売店，
飲食店，クリーニング所，運動公園からなる
「生活」，理容所，美容所，飲食料品店，小
売店，一般病院からなる「衛生」，そして青
少年教育施設，女性教育施設，図書館，博物
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館，公民館，ガソリンスタンド，公衆浴場，常
設映画館からなる「教養娯楽」の ６種に分類し
た。この ６種それぞれの平均順位を表 ３に示す。
高い平均順位を示した都道府県は，「公園」では
北海道（1.7），富山（4.0），福岡（5.0），「商業」
では北海道（4.0），東京（9.0），福島（9.3），「医
療」では徳島（4.0），和歌山（5.0），山口（5.7），
「生活」では福井（8.0），石川（8.3），富山（9.3），
「衛生」では高知（3.0），徳島（6.2），島根（7.2），
「教養娯楽」では長野（6.1），島根（7.6），鳥取

（8.5）であった。

（ ２）　合計特殊出生率，ボランティア活動行動
者率，各種ファシリティの関連

　合計特殊出生率，ボランティア活動行動者率，
ファシリティ変数間の相関分析を行った結果を
表 ４，表 ５に示す。「公園」と「商業」はいず
れの変数とも有意な相関が見られなかったため，
モデル化の検討からは除外した。「医療」は
「衛生」とのみ有意な相関が認められた（ｒ＝
0.377）。また，表中の記載はないが，合計特殊
出生率とボランティア活動行動者率には強い正
の相関がみられた（ｒ＝0.622）。共分散構造分
析を行った結果，クラスター分析の結果はモデ
ルに反映することができたが，相関分析の結果
はその限りではなく，探索的に検討を繰り返し
収束したものの中から，図 ２のようなモデルが
最適な結果として得られた。合計特殊出生率に
はボランティア活動行動者率，「衛生」「生活」
の ３ 変数が正の影響を及ぼし，「教養娯楽」は
ボランティア活動行動者率を介し，「医療」は
「衛生」を介し間接的に合計特殊出生率に影響
を及ぼすという因果構造モデルが得られた。適
合 度 指 標 は，RMR＝51.672，GFI＝0.586で
あった。

（ ３）　15～49歳女性がアクセスできるファシリ
ティの地域特性

　ジニ係数の高かったファシリティは，高い順
に公民館数（0.41），女性教育施設数（0.35），
常設映画館数，小売店数（ともに0.32），博物
館数（0.31）であり，低い順には歯科診療所数，

表 3　各種ファシリティの平均順位
公園 商業 医療 生活 衛生 教養娯楽

北海道 1.7 4.0 29.0 26.3 30.4 18.1 
青森 32.0 12.3 34.7 21.0 15.6 21.3 
岩手 14.7 14.3 33.3 20.5 13.2 14.5 
宮城 10.3 18.3 33.3 38.3 30.0 38.4 
秋田 35.0 9.7 23.0 21.3 8.8 14.1 
山形 19.3 18.3 30.7 13.8 16.2 11.3 
福島 34.3 9.3 34.0 32.0 17.8 20.4 
茨城 24.7 20.0 37.7 32.3 32.0 32.0 
栃木 10.7 17.3 32.0 26.5 29.6 25.0 
群馬 16.0 28.0 31.7 24.3 27.8 22.4 
埼玉 34.7 30.0 44.7 39.8 45.2 42.0 
千葉 15.3 29.3 36.0 44.8 43.6 35.1 
東京 36.3 9.0 7.0 27.8 41.8 32.3 
神奈川 19.7 29.3 29.0 44.3 46.6 42.5 
新潟 21.7 33.3 22.0 20.8 22.4 17.5 
富山 4.0 17.3 36.0 9.3 20.4 11.1 
石川 13.7 27.0 40.7 8.3 25.4 17.6 
福井 7.0 34.7 39.0 8.0 15.8 17.1 
山梨 42.7 17.7 20.7 20.3 23.4 11.1 
長野 31.3 12.7 22.3 27.3 27.2 6.1 
岐阜 29.3 22.3 27.3 10.0 29.4 27.1 
静岡 37.3 25.7 25.3 17.8 33.2 28.0 
愛知 26.7 21.0 27.3 19.8 40.8 39.6 
三重 8.0 25.3 24.3 23.0 28.2 24.4 
滋賀 32.3 25.7 43.3 38.5 36.2 26.9 
京都 26.7 23.3 22.0 20.0 34.4 37.4 
大阪 28.0 22.0 16.7 27.0 38.2 41.5 
兵庫 8.3 37.3 19.0 34.3 39.4 37.4 
奈良 6.3 33.0 38.0 38.3 42.6 26.5 
和歌山 43.7 33.3 5.0 17.8 12.0 28.3 
鳥取 34.3 19.7 12.3 16.0 19.0 8.5 
島根 40.3 36.7 18.0 19.3 7.2 7.6 
岡山 29.7 20.7 12.7 25.0 22.8 25.0 
広島 14.7 17.3 6.7 22.0 25.2 31.5 
山口 20.0 38.0 5.7 14.5 13.6 12.0 
徳島 42.7 45.0 4.0 22.0 6.2 11.0 
香川 44.7 22.3 18.7 14.3 12.8 24.9 
愛媛 39.3 28.3 20.7 17.3 9.4 17.5 
高知 11.0 24.3 11.3 17.0 3.0 14.0 
福岡 5.0 23.0 8.3 29.8 32.0 37.3 
佐賀 43.3 25.0 17.3 31.8 19.2 17.9 
長崎 19.7 26.3 7.0 32.8 12.2 23.9 
熊本 19.0 28.0 26.0 32.8 15.8 19.6 
大分 22.3 22.3 15.0 24.8 13.0 20.1 
宮崎 20.3 26.3 25.0 17.8 12.6 31.3 
鹿児島 18.7 34.0 19.7 27.3 11.0 22.6 
沖縄 31.3 29.7 34.7 11.5 25.4 36.1 

注　平均順位は小数点第 １位まで表記

大型小売店数（ともに0.07），飲食店数（0.09），
クリーニング所数，一般診療所数（0.11）で
あった（図 ３）。

Ⅳ　考　　　察

　本研究では，少子化対策に配慮したまちづく
りのあり方について考察することを目的に，都
道府県別合計特殊出生率，ボランティア活動行
動者率，各種ファシリティ数の関連性を共分散
構造分析により検討し適切と思われるモデルを
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得た。適合度指標である
RMRは51.672，GFI は0.586
であり一般的に良いスコアと
は言えないが，探索的な解析
により標準化係数がすべて １
未満で収束したモデルであっ
たことから本研究では適切な
モデルと判断した。このよう
な判断をせざるを得なかった
背景にはデータ収集の限界が
あげられる。ファシリティ指
標は本研究で使用した26指標
以外にも沢山あるが，本研究
では1999～2001年の都道府県
別公表値に限定したため，結
果の公表の無いもの，都道府
県別公表値の無いもの，1999
～2001年に調査を実施してい
ないものを分析指標の対象外
とした。そのため，本研究で
得られたモデルによる決定係
数を見てみると，合計特殊出
生率で69％，ボランティア活
動行動者率で49％と必ずしも
高くなく，これらに影響を与
える他の関連要因の投入が不
足している可能性があること
も意味している。また，共分

シャルキャピタル（social capital）は，社会的
なつながりや信頼といった社会組織の特徴で，
人々の協調行動が物質的資本・人的資本と並ぶ

散構造分析の標本サイズの絶対最小数を50例と
する報告があることを踏まえると12），47都道府
県公表値を扱った本研究結果が不安定なものと
なったことは無視できない。加えて，分析に使
用したすべての指標を用いて多時点の比較がで
きるほど政府統計の公表は行われていない。
よって，本研究が横断データによる生態学的研
究であることの限界も踏まえ，以下考察を進め
る。
　本研究でボランティア活動行動者率が合計特
殊出生率に正の影響を及ぼしていたことは，ボ
ランティア活動行動者率と出生率の相関関係を
明らかにした内閣府のソーシャルキャピタルに
関する調査結果と同様の傾向を示した11）。ソー

表 4　合計特殊出生率、ボランティア活動行動者率と各種ファシリティの相関
 公園 商業 医療 生活 衛生 教養娯楽

合計特殊出生率 -0.208 -0.142 0.037 0.339＊ 0.557＊＊ 0.432＊＊
ボランティア活動行動者率 -0.051 -0.126 -0.106 0.187 0.375＊＊ 0.549＊＊

注　1）　Pearson の相関係数，**P＜0.01，*P＜0.05
　　2）　各変数は順位データ

表 5　各種ファシリティ間の相関
 公園 商業 医療 生活 衛生 教養娯楽

公園 1.000 
商業 0.034 1.000 
医療 -0.261 -0.143 1.000　　
生活 -0.108 0.005 0.152　　 1.000　　
衛生 -0.214 -0.097 0.377＊＊ 0.532＊＊ 1.000　　
教養娯楽 -0.126 0.068 0.150　　 0.465＊＊ 0.704＊＊ 1.000 

注　1）　Pearson の相関係数，**P＜0.01．
　　2）�　各変数は順位データ。ファシリティの ６ 変数は，それぞれのファシリティ指標の

平均順位

図 ２　因果構造モデル

注　1）　RMR＝51.672，GFI＝0.586
　　2）�　四角枠：観測変数，楕円：潜在変数，ｅ1～ｅ22：誤差変数，ｄ1～ｄ4：撹乱変数，

矢印上の数値：標準化係数，観測変数と潜在変数の右肩上の数値：分散
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価値ある概念とされ，健康指標にインパクトを
与える要因のひとつとして注目されている10）。
例えば，日本の都道府県でみるとボランティア
活動の活発な地域は，他の地域と比較し，出生
率が高いほかに，犯罪発生率が低いという報告
もある11）。本研究では，ボランティア活動行動
者率の活性化を図るためのファシリティの集積
性も提示された。ボランティア活動行動者率を
高めているファシリティは「教養娯楽」である
ことが示唆された。
　しかし，モデルは，ボランティア活動行動者
率に正の影響を与えていた「教養娯楽」が，合
計特殊出生率に負の影響を与えていることも示
した。ボランティア活動を行うのは出産可能世
代（15～49歳）女性よりも中高年世代に多いこ
とが考えられる。そのため，公民館に代表され
る「教養娯楽」ファシリティは中高年世代が多
く利用し，出産可能世代の利用が少ないと考え
られる。「教養娯楽」のようないわゆるコミュ
ニティセンターは，対面でのコミュニケーショ
ンに始まり連帯を生み出すための最も確実な場
であることは海外の報告からも明らかである13）。
しかし，現実的にはそのような場で中高年世代
のような利用者の連帯が高まるほど，世代間
ギャップの影響から出産可能世代がその場を敬
遠するようになるかもしれない。よほど世代間
交流を意識した取り組みがなされなければ結果
として出産可能世代が「教養娯楽」ファシリ
ティを回避することにつながり兼ねない。この
ことから，「教養娯楽」ファシリティには，出
産可能世代女性の利用を促進する事業展開もま
た期待される。加えて，本研究では「教養娯
楽」には地域格差の大きなファシリティが多く
存在することが確認された。図 ３からも明らか
なように，本研究の分析対象となったファシリ
ティ指標のうち，ジニ係数の最も高かったもの
の上位 ３指標が公民館数，女性教育施設数，常
設映画館数といった「教養娯楽」ファシリティ
であった。「教養娯楽」ファシリティの多少が
合計特殊出生率にいかなる影響を及ぼすかとい
う点は本研究の解析結果では明らかではないが，
「教養娯楽」ファシリティの少ない地域におい

ては，合計特殊出生率を高めるためのボラン
ティア活動行動者率に影響を及ぼす可能性のあ
るファシリティであることを認識した上で今後
整備が促進されることを期待する。
　従来，合計特殊出生率の決定要因は，冒頭で
も述べたように人口学的要因や社会経済的要因
等の観点から検討が進められてきた。しかし，
社会経済の発展したわが国においてこれらの研
究によって明らかとなっている少子化要因を軽
減させるには相当強力な人口政策が必要である。
よって，竹原ら4）が指摘するように，若者が肯
定的な情報や体験を得られるような取り組みが
求められる。本研究は似たような集積性を持つ
ファシリティをクラスター分析によりグループ
化したことで，都市計画，都市開発，まちづく
りの視点から地域特性に応じた少子化対策案を
提示したものと考える。
　本研究では都道府県別データを扱ったため，
各都道府県内の地域差までは考慮していない。
そのため，都道府県レベルで少子化対策を練る
場合には各自治体内の郡市区町村や各地域の特
性を考慮することが重要であることは言うまで
もない。例えば，学生街のように人口構成が特
殊である地域や14），第三次産業就業人口割合の
高い都市化の進んだ地域15）などは，出生率が低
くなることが明らかであるが，本研究では考慮
していない点に注意を要する。また，本研究で
は合計特殊出生率との因果関係が逆転するとい
う理由から学校教育ファシリティをあえて分析
対象としなかったが，学校教育ファシリティ数
は ３歳児健康診断受診率に正の影響を及ぼして
いるとの報告があり16），親世代の意識にファシ
リティが寄与した一例を提示していると言えよ
う。一方，本研究では「衛生」は合計特殊出生
率に正の影響を与えていることが示唆された。
衛生従事者には，「衛生」クラスターである理
容所，美容所，飲食料品店，小売店，一般病院
は，単に衛生監視の対象ファシリティなのでは
なく合計特殊出生率を高める可能性のある場で
あることを意識することが求められ，今後，諸
ファシリティとの連携を充実させる必要があろ
う。さらに，合計特殊出生率を高める大きな要
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因とも考えられるボランティア活動を活性化す
ることを視野に入れた健康なまちづくりが展開
されることを期待する。

Ⅴ　結　　　語

　いくつかのファシリティが都道府県別合計特
殊出生率とボランティア活動行動者率に影響を
与えている可能性が示された。本研究では，都
道府県レベルで合計特殊出生率を高めるための
都市計画や都市開発を視野に入れた健康なまち
づくりを意識し，その一助となり得るモデルが
得られたと考えている。各都道府県担当者へは，
「教養娯楽」「衛生」「生活」「医療」の各種
ファシリティ関係者や都市計画関係者との連携
を想定した少子化対策が行われることに今後期
待したい。
注）　社会生活基本調査では，ボランティア活動
行動者率（rate）とされているが，これは過
去 １年間に何らかのボランティア活動を行っ
た 人 が10歳 以 上 人 口 に 占 め る 割 合
（proportion）を意味する指標である。
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